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平成２３年度国立大学関係予算の確保・充実について（要望） 

 

 

現在我が国は、極めて深刻な社会経済状況下に置かれています。このような

ときに当たり、「国家百年の大計」の根幹をなす教育、特に高等教育・研究の果

たす役割の重要性は言を待ちません。 

 

本協会は、我が国が、この経済危機を克服し、国民の不安を払拭して持続的

な発展を図るためには、従来から国立大学が果たしてきた、我が国の知の創造

拠点・高度人材育成拠点としての役割（国際競争力の源としてのナショナルセ

ンター機能と、地域社会･経済を支えるリージョナルセンター機能）を更に強化･

充実することが不可欠であると考えています。 

しかるに、国立大学の基盤を支える運営費交付金は、法人化後６年間で８３

０億円（率にして６．７％）もの削減が行われました。国立大学の教育研究活

動を支える施設・設備についても、老朽・狭隘化が著しく進んでいます。とり

わけ、施設整備費補助金の当初予算は、近年、毎年度減少しており、補正予算

において緊急を要する整備に対応してきているものの、計画的かつ十分な施設

整備を行うことができていません。 

 

各法人ではそれぞれ懸命の努力により対応しているものの、このままでは、

遠からず教育の質を保つことは難しくなり、学問分野を問わず、基礎研究や萌

芽的な研究の芽を潰すだけでなく、地域医療の最後の砦としての機能や一部国

立大学の経営が破綻するなど、我が国の高等教育･研究の基盤が根底から崩壊し、

回復不可能な事態に立ち至ることが危惧されます。 

また、近時、大学への進学や修学に向けた学生・保護者の不安は深刻の度を

増してきています。国際比較の観点からも、日本の学生に対する経済的支援は

極めて貧弱であり、逆に家計による負担は重く、教育の機会均等は大きく脅か

されています。 

 

資源の少ない我が国にとって、優れた高等教育を受けた将来を担う人材は、

国力の源泉です。OECD 諸国をはじめ諸外国が大学等に重点投資を行い、優秀

な人材を惹きつけ、育成しようとしている中で、ひとり我が国だけが投資の削

減を続けていては、国際的な競争に打ち勝つことは困難であるのみならず、将

来にわたって日本の国力が衰微していく懸念を強く持つところです。現在でも

大学等への公財政支出が対 GDP 比で OECD 加盟国中最下位であることは、周知の

事実です。 

 

つきましては、運営費交付金の拡充や教育費負担の軽減など、別紙の事項に

ついて、要望いたします。 

貴職におかれましては、平成２３年度の予算編成に向けて、国立大学関係予

算の確保・充実について、ご理解をいただき、格段のご尽力とご支援を賜りま

すようお願い申し上げます。 



 

要望事項の要点 

 

 

教育力・研究力の強化と教育機会均等の確保 

 

○ 運営費交付金の拡充 

 

 我が国の発展の基礎を支える国立大学法人の教育・研究活動が安定

的・持続的に推進できるよう、基盤的経費である運営費交付金を拡充す

る。 

 骨太の方針２００６による運営費交付金の対前年度比「１％削減方針」

は撤廃されたものの、第２期の初年度である平成２２年度予算において

は、一般運営費交付金について「臨時的減額」として▲１２０億円（▲

０．９％）が削減されている。この臨時的減額による削減が、仮に、第

２期中の６年間継続した場合は、第１期の期間中に削減された▲７２０

億円と同額の▲７２０億円となり、第１期中に相当の無駄を省き、効率

化を図ってきた大学の教育・研究の基盤に極めて深刻な影響を与えるも

のである。 

 今後の予算編成においては、臨時的減額は行わず、運営費交付金を法

人化前の水準に戻すとともに、国からの財政的支援を早急にＯＥＣＤ諸

国並みに拡充することが必要である。 

（高等教育機関への公財政投資のＧＤＰ比：ＯＥＣＤ平均１％、日本０．５％） 

 なお、臨時的減額の際に設定した削減率（１％～１．８％）は、８６

法人中３０法人において、第１期における効率化係数による削減率

（１％）を実質的に上回っており、第２期における交付金の配分ルール

の決定に当たり、大学改革を推進するため、中期計画予算を見積る上で

使用した「大学改革改善促進係数」が、仮に維持されることになっても、

その率（１％～１．８％）については抜本的に見直す必要がある。 

 さらに、国立大学の教育力・研究力の維持向上を阻害し、使途を特定

しない運営費交付金制度と矛盾する人件費削減政策（平成１８年度から

毎年１％削減）は早急に撤廃すべきである。 

 

 

 

 



 

 

○ 教育費負担の軽減（授業料等標準額の減額及び減免措置の拡大等） 

 

 学生の経済状況、居住する地域や学問分野を問わず、教育の機会均等

を確保し、すべての意志ある人が高等教育を受けられる仕組みのなかで、

国立大学がその役割を果たすため、高等教育の実質無償化を推進し、早

急に公財政支出を拡充する。 

（１）昨今の経済危機のなかで、教育の機会均等を確保するため、授業

料等標準額の減額及び減免措置の拡大、給付型の奨学金制度の拡充

に必要な予算措置を行う。 

（２）大学院生への経済的支援の充実のため、ティーチングアシスタン

ト（ＴＡ）、リサーチアシスタント（ＲＡ）などの雇用に係る財政

的支援等の措置を充実する。 

 

 

○ 国立大学附属病院の経営に対する財政的支援の拡充 

 

 国立大学附属病院に関しては、医師等の人材育成、地域医療の中核病

院、地域医療体制の確立、高度先進医療の提供、また、これらを支える

臨床研究など、国立大学附属病院特有の役割を果たすために必要な財政

的支援を行う。 

（１）地域医療の最後の砦としての機能を果たすため、地域医療拠点体

制等充実支援経費を継続し、更に充実する。 

（２）小児科、産科等地域医療のニーズが高く、かつ採算性が低い診療

部門（標記に加えて、周産期医療、救急医療、高度医療等）への支

援を引き続き行う。 

（３）附属病院施設の再開発整備等に対し、施設整備費補助金の割合（現

行１０％）を拡充する。 

（４）国立高等専門医療センターと同様に、国立大学附属病院の長期借

入金の軽減措置を行う。 

（５）附属病院の使命である教育・研究・高度医療・地域医療への貢献

を十全に行い、医学研究の国際競争力、地域医療の再生を図るため

には、附属病院の整備に対する国立大学財務・経営センターの低利・

長期の貸付が必要不可欠である。 

 



 

 

○ 教育・研究環境整備予算の確保 

 

 国立大学の教育・研究環境の整備については、基盤となる研究施設・

設備の整備・充実や耐震化等、老朽化した教育研究施設、陳腐化した教

育研究用設備、診療用設備の改善に必要な財政措置を講ずる。 

 このため、次期の「国立大学等施設緊急整備５か年計画」の初年度に

あたり、充実した整備計画を策定するとともに、計画の達成に向け必要

な予算を確保する。 

 また、国立大学法人の施設整備費の不足により、国立大学施設の老朽・

狭隘化が進み、教育研究の質にも影響を及ぼしつつある現状で、施設の

改修・修繕等に必要な安定した財源を確保するため、財務・経営センタ

ーの施設費交付事業は必要不可欠である。 

 平成２２年度予算：施設整備費の所要額の半分以下の措置に留まっている 

  年間所要額 ２,２００億円（文部科学省試算額） 

  予 算 額   ９０７億円 内訳：施設整備費補助金     ４６３億円 

                       財務・経営センター交付金   ５６億円 

                                            附属病院長期借入金        ３８８億円 

 

○ 科学研究費補助金の拡充（予算の充実、間接経費の措置） 

 

 大学の教育力・研究力を強化し、科学技術の力で世界をリードするた

め、大学等で行われる学術研究を支える科学研究費補助金を拡充し、採

択率の向上、配分額の充実を図る。 

 また、研究環境の向上、適正な資金管理等に寄与する間接経費３０％

措置の早期実現に必要な予算を確保する。 

 

○ 国際的に開かれた大学づくりに資する予算の拡充 

 

 グローバル化する知識基盤社会、生涯学習社会の中で、喫緊の課題で

ある我が国の大学の国際的な通用性・共通性の向上や国際競争力の強化

の推進、大学のグローバル戦略展開を図る「留学生３０万人計画」の実

現に資するため、大学の国際化や留学生の受入環境の整備、日本人学生

の海外派遣の促進など関係の予算の拡充を行う。 

 


